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研究の概要 
日本列島において活断層が最も密集している中部日本のアクティブテクトニクスを規定してい 

るものは、列島形成過程を反映した複雑な地殻構造に加えてフィリピン海プレートの形状と運 

動であることが予想される。そのことを明らかにするために長大測線統合的地震探査によって 

フィリピン海プレートから活断層の発達する上部地殻までの構造をイメージングする。 

研 究 分 野：数物系科学 
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１．研究開始当初の背景 
日本列島において最も活断層が密集して

いる中部日本とその東縁を限る糸静線 ISTL
に関する最近の地震探査の急速な進捗とデ
ータの蓄積は、同地域のアクティブ・テクト
ニクスがフィリッピン海プレート（PHS）の
形状と運動、そして地殻内の地域的不均一性
に強く支配されていることを示唆している。
しかしながら山岳地域である中部日本縁辺
を規定する南・中央アルプスや北美濃地域に
おいては本格的な地震探査による深部構造
探査は行われていなかった。 
 
２．研究の目的 

本研究は、この間の各種地震探査の実践を
集約統合した“長大測線統合的地震探査”を
実行して、速度不均一性の地質学的意味への
考察を加えつつ、中部日本の地殻構造と PHS
上面形状との関係を解明するための基礎デ
ータを提供する。そして、そのことを通じて
アクティブ・テクトニクス解明の一歩を踏み
出そうとするものである。 
 
３．研究の方法 

第 1年度の 2008 年には南アルプス東方か
ら糸魚川静岡構造線 ISTL、南アルプス、中央
構造線 MTL を越え、伊那谷断層帯 IF を横切
り、中央アルプスを経て木曽谷に至る 90ｋｍ
で統合的地震探査を実施した（『2008 南－中
央アルプス』と略称。図１の青太線 2008）。

地震計は平均 50ｍ間隔で展開し、発振はダイ
ナマイト 4地点、バイブレータ 8地点で行わ
れた。 

第 2年度の 2009 年には琵琶湖北方から柳

ヶ瀬断層、根尾谷断層を横切り、郡上市西方

まで山岳地域を通過する 70km の測線で実施

された（『2009 北美濃』と略称。図１の青太

線 2009）。地震計は平均 50ｍ間隔で展開し、

発振はダイナマイト 8 地点、バイブレータ 2

地点で行われた。この探査は、測線中央部の 

 

 

 

図1：長大測線統合的地震探査の2測線．

I~VI：既実施の測線 



根尾谷断層周辺を防災科学技術研究所との、

西端の柳ヶ瀬断層西方を京都大学防災研究

所との共同研究によっている。 

 
４．これまでの成果 

『2008 南－中央アルプス』によって取得
されたデータについては標準的な処理作業
がほぼ終了したが、『2009 北美濃』について
は中間的処理状況である。従ってここでは前
者についての暫定的な解釈のみを示す。 

 
 
 

１）ISTL 前縁の活断層群 A（櫛形山、下円井
断層）は地質構造境界としての ISTL を地下
で切断する。A の下位には強い反射面 B があ
り、B ならびにその下方延長が地表で観察さ
れる西南日本外帯・内帯の地下構造を切断す
る。Bに随伴する微小地震群 S1（深度 10～10
数 km）は、Bに逆断層運動を生じさせる発震
機構を有する（文科省, 2010）。 
２）Bは中期中新世における衝突開始時の PHS
沈み込み帯上面であろう。従ってBから現PHS
上面 Dまでには中期中新世以来の伊豆弧側物
質が 40km 余りの厚さで付加していると解釈
される。B-D 間には北西傾斜の強い反射面が
認められるが、これらは後退する沈み込み帯
の痕跡ではなかろうか。 
３）現 MTL は初源的なものではなく、日本列
島屈曲に大きな役割を果たした光明断層の
延長と解され可能性が高い。現 MTL を挟んで
微小地震群 S2、S3 が存在するが、それらの
発震機構は MTLを左横ずれさせるタイプであ
る。 
４）伊那谷断層帯 C の垂直変位成分は約 2km
であり、下方延長に微小地震群 S4（深度 10km
前後）を随伴する。 
 
５．今後の計画 

今年度においては引き続き 2009 北美濃の
処理作業を進めるのは当然として、新たに以
下の諸課題に取り組む必要がある。 
１）データ処理の高度化が必要である。本研

究の中心をなす地震探査は疎発振稠密受振
使用となっているため、低重合処理とならざ
るを得ない。そこで新たな高度化処理［CRS
法、‘Fresnel-volume’マイグレーション、
地震波干渉法解析、屈折トモグラフィー解析、
波線追跡法、‘Full-wave’トモグラフィー
など］の適用を試み、深部構造のより鮮明な
イメージングを行う。 
２）解釈された現構造は、初生的構造を出発
点に合理的プロセスを経て実現し得るもの
でなければならない。特に、図２のように解
釈した場合には、現 MTL、初源的 MTL そして
光明断層の三者に関係についての構造地質
学的な検証が不可欠となる。 
３）図１にあるように中部日本には活用可能
な I～VI の地震探査の成果があり、これら以
外にも自然地震観測結果やその考察も多数
公表されている。特に 2005～2009 年度実施
の『糸静重点調査観測プロジェクト』［略称
『糸静重点』］（文科省他, 2010 ）は本研究
と直接関係する。これらのデータと本研究の
成果を連携させることによって中部日本の
地殻構造をより広く把握することが可能と
なろう。 
 

図２：『2008 南－中央アルプス』

深度断面の解釈．V/H=1. 
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